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研究要旨 
 インドネシアでは高い人口増加率が続くとともに、従属人口指数も低下し

ているが、他の東アジア・東南アジア諸国と比較して、人口ボーナスのピー

ク（従属人口指数の底）は浅く、その期間も比較的短くなることが見込まれ

ている。高齢者ケアを含む公的な社会保障・福祉制度が未整備な状況での高

齢化の進展と高齢者ケア需要の拡大は、子どもをはじめとする家族や親族資

源に依存したインフォーマルなケアレジームへの依存を強めることが予想

される。また、出生率の低下に伴う子ども数の減少により、今後、とくに若

い世代における親へのサポートの負担が拡大することが予想される。 
 こうしたインドネシアにおける高齢化をめぐる社会的・制度的環境が、イ

ンドネシアの人口学的特徴の一つである若年人口の高い移動性向に与える

影響を展望するために、Indonesia Family Life Survey による最新の縦断デー

タを用いて、親族内介護需要と若年人口移動の関連について検証した。分析

の結果、同居する親の健康状態（主観的評価、SRH）が悪い場合は、若年世

帯員の移動確率が有意に低下することが確認された。加えて、親の健康状態

による効果は、同じ村内に居住（近居）している親の健康状態を含めた場合

に、より強くなるという結果が確認できた。このことから、成人子による親

の介護を含む親子間の支援関係が、親子で同居している場合でなくても維持

されていることがうかがえ、老親支援規範の頑健さが示唆された。ただし、

親の健康状態を ADL で計測したモデルを用いて分析したところ、有意な効

果は検出されず、分析結果の頑健性については留保する必要がある。なお、

生存きょうだい数が移動確率を有意に上昇させることが確認でき、少子化に

よってきょうだい数が減少している若年コホートにおいては、親による支援

ニーズが発生した場合に、その移動性向が低下する可能性が示唆された。 
 

Ａ．研究目的 
現在インドネシアは本格的な人口ボーナ

ス期に突入しているが、出生率の低下を背

景に、今後、人口高齢化が急速に進展する

ことが見込まれている。一方で、高齢者を

対象とした各種の社会保障・福祉制度の整

備は遅れており、高齢化の進展と高齢者ケ

ア需要の拡大は、子どもをはじめとする家

族や親族資源に依存したインフォーマルな

ケアレジームへの依存を強めることが予想



 

 

される。こうしたインドネシアにおける高

齢化をめぐる社会的・制度的環境が、イン

ドネシアの人口学的特徴の一つである若年

人口の高い移動性向に与える影響を検討す

ることが、本稿の目的である。 
 
Ｂ．研究方法 

まず、インドネシア中央統計庁（BPS）
が公表するセンサスの結果および国連人

口部による将来人口推計に基づき、インド

ネシアにおける人口高齢化の動向と特徴

を整理した。そのうえで、Indonesia Family 
Life Survey（IFLS）による最新の縦断デー

タを用いて、インドネシアにおける親族内

介護需要と若年人口移動の関連について

検証した。具体的には、親の健康状態が、

子どもの移動確率に与える効果を、多変量

ロジスティック回帰モデルにより推定し

た。親族内介護需要の代理変数として、同

居あるいは近居する親の健康状態に関す

る複数の指標を用いた。 
 
Ｃ．研究成果 
インドネシアでは高い人口増加率が続く

とともに、従属人口指数も低下しているが、

国連人口部よる推計結果に基づいて他の東

アジア・東南アジア諸国と比較すると、人

口ボーナスのピーク（従属人口指数の底）

は浅く、その期間も比較的短くなることが

見込まれる。2010 年センサスの結果から高

齢者の居住形態をみると、高齢になるほど

子や孫と同居する割合が高くなっており、

伝統的な多世代同居・老親扶養規範が根強

く残っていることが示唆された。 
IFLS による最新の縦断データを用いて

親族内介護需要と若年人口移動の関連を検

証したところ、同居する親の健康状態（主

観的評価、SRH）が悪い場合は、若年世帯

員の移動確率が有意に低下することが確認

された。また、親の健康状態による効果は、

同じ村内に居住（近居）している親の健康

状態を含めた場合に、より強くなるという

結果が確認できた。ただし、親の健康状態

を ADL で計測したモデルを用いて分析し

たところ、有意な効果は検出されず、頑健

性については一定の留保を置く必要がある。

また、生存きょうだい数が移動確率を有意

に上昇させることが確認された。 
 
Ｄ．結果の考察 
 分析の結果から、今後のインドネシアに

おける介護需要の増大は、若年人口の移動

性向を低下させる可能性が示唆された。ま

た、親の健康状態による効果が、同じ村内

に居住（近居）している親の健康状態を含

めた場合に、より強くなるという結果が確

認できたことから、成人子による親の介護

を含む親子間の支援関係が、親子で同居し

ている場合でなくても維持されていること

がうかがえ、老親支援規範の頑健さが示唆

された。生存きょうだい数が移動確率を有

意に低下させることから、少子化によって

きょうだい数が減少している若年コホート

においては、親による支援ニーズが発生し

た場合に、その移動性向が低下する可能性

が示唆された。 
 

Ｅ．結論 
 伝統的な多世代同居・老親扶養規範が根

強く維持される一方で、高齢者ケアを含む

公的な社会保障・福祉制度が未整備な状況

における高齢者ケア需要の拡大は、家族や

親族資源への依存を介して、今後のインド

ネシアにおける若年人口の移動性向を低下

させる可能性がある。少子化に伴うきょう

だい数の減少により、この傾向が強まる可

能性が考えられる。 
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